
住
宅
取
得
等
資
金
の
非
課
税
分

震
災
に
係
る
住
宅
取
得
等
資
金
の
非
課
税
分

税

務
署 受

付

印

修正前の非課税額 （第一表の三）

る
金
額
の
計
算

税
の
適
用
を
受
け

贈
与
者
別
の
非
課

金
額
の
計
算

格
に
算
入
さ
れ
る

贈
与
税
の
課
税
価

住宅資金非課税限度額

平成27年分の贈与税の申告で非課税の適用を受けた金額

住宅資金非課税限度額の残額（32－33）

㉚のうち非課税の適用を受ける金額

㉛のうち非課税の適用を受ける金額

非課税の適用を受ける金額の合計額（36＋37）

㉚のうち課税価格に算入される金額（㉚－36）

㉛のうち課税価格に算入される金額（㉛－37）

※ 税務署整理欄 整理番号

※欄には記入しないでください。  （資５−10−3−３−Ａ４統一）（平28．10）

名簿 年 月 日
義 務 的
修正期限

㉚
㉛
32
33
34

36
37
38
39
40

第
三
表︵
別
表
の
付
表
︶︵
平
成
28
年
分
用
︶

（単位：円）
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（注） 　申告書第三表（別表の付表）は、 申告書第一表の二（住宅取得等資金の非課税の計算明細書）又は申告書第一表の三（震災に係る住宅取得等資金の

　　 非課税の計算明細書）を提出した申告について修正申告する場合に記入し、申告書第三表と一緒に使用します。

非
課
税
限
度
額
の
計
算

る
金
額
の
計
算

税
の
適
用
を
受
け

贈
与
者
別
の
非
課

金
額
の
計
算

格
に
算
入
さ
れ
る

贈
与
税
の
課
税
価

住宅資金非課税限度額

平成27年分の贈与税の申告で震災非課税の適用を受けた金額

住宅資金非課税限度額の残額（43－44）

41のうち非課税の適用を受ける金額

42のうち非課税の適用を受ける金額

非課税の適用を受ける金額の合計額（47＋48）

41のうち課税価格に算入される金額（41－47）

42のうち課税価格に算入される金額（42－48）

41
42
43
44
45

47
48
49
50
51

非
課
税
限
度
額
の
計
算

修正前の非課税額 （第一表の二）❹

❺

提

出

用

平成２8年分贈与税の修正申告書 （別表の付表）

受 贈 者 の 氏 名

贈与者の氏名

贈与者の氏名

住宅取得等資金の合計額

住宅取得等資金の合計額

贈与者の氏名

贈与者の氏名

住宅取得等資金の合計額

住宅取得等資金の合計額



○
こ
の
用
紙
は

控
用

で
す
。
申
告
に
は
必
ず

提
出
用

を
使
用
し
て
く
だ
さ
い
。

第
三
表︵
別
表
の
付
表
︶︵
平
成
28
年
分
用
︶

住
宅
取
得
等
資
金
の
非
課
税
分

震
災
に
係
る
住
宅
取
得
等
資
金
の
非
課
税
分

税

務
署 受

付

印

修正前の非課税額 （第一表の三）

る
金
額
の
計
算

税
の
適
用
を
受
け

贈
与
者
別
の
非
課

金
額
の
計
算

格
に
算
入
さ
れ
る

贈
与
税
の
課
税
価

 （資５−10−3−４−Ａ４統一）（平28．10）

㉚
㉛
32
33
34

36
37
38
39
40

（単位：円）
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非
課
税
限
度
額
の
計
算

る
金
額
の
計
算

税
の
適
用
を
受
け

贈
与
者
別
の
非
課

金
額
の
計
算

格
に
算
入
さ
れ
る

贈
与
税
の
課
税
価

41
42
43
44
45

47
48
49
50
51

非
課
税
限
度
額
の
計
算

修正前の非課税額 （第一表の二）❹

❺

控

　用

平成２8年分贈与税の修正申告書 （別表の付表）

受 贈 者 の 氏 名

住宅資金非課税限度額

平成27年分の贈与税の申告で非課税の適用を受けた金額

住宅資金非課税限度額の残額（32－33）

㉚のうち非課税の適用を受ける金額

㉛のうち非課税の適用を受ける金額

非課税の適用を受ける金額の合計額（36＋37）

㉚のうち課税価格に算入される金額（㉚－36）

㉛のうち課税価格に算入される金額（㉛－37）

住宅資金非課税限度額

平成27年分の贈与税の申告で震災非課税の適用を受けた金額

住宅資金非課税限度額の残額（43－44）

41のうち非課税の適用を受ける金額

42のうち非課税の適用を受ける金額

非課税の適用を受ける金額の合計額（47＋48）

41のうち課税価格に算入される金額（41－47）

42のうち課税価格に算入される金額（42－48）

贈与者の氏名

贈与者の氏名

住宅取得等資金の合計額

住宅取得等資金の合計額

贈与者の氏名

贈与者の氏名

住宅取得等資金の合計額

住宅取得等資金の合計額

（注） 　申告書第三表（別表の付表）は、 申告書第一表の二（住宅取得等資金の非課税の計算明細書）又は申告書第一表の三（震災に係る住宅取得等資金の

　　 非課税の計算明細書）を提出した申告について修正申告する場合に記入し、申告書第三表と一緒に使用します。
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１　申告書第一表の二（住宅取得等資金の非課税の計算明細書）を提出した申告に係る修正申告書の作
成に当たっては、修正前の課税額をこの申告書第三表（別表の付表）（以下「修正申告書（別表の付
表）」といいます。）の「❹修正前の非課税額（第一表の二）」欄に記入し、修正後の申告額を申告
書第一表の二に記入して、これらの申告書を一緒に提出してください。
２　申告書第一表の三（震災に係る住宅取得等資金の非課税の計算明細書）を提出した申告に係る修正
申告書の作成に当たっては、修正前の課税額を修正申告書（別表の付表）の「❺修正前の非課税額
（第一表の三）」欄に記入し、修正後の申告額を申告書第一表の三に記入して、これらの申告書を一
緒に提出してください。
３　修正申告書（別表の付表）の「❹修正前の非課税額（第一表の二）」及び「❺修正前の非課税額
（第一表の三）」の各欄には、この修正申告書を提出する直前の申告書や更正・決定の通知書などか
ら課税額を転記してください。
（注）住宅取得等資金の非課税又は震災に係る住宅取得等資金の非課税に係る贈与者が3名以上いる場
　合は、別葉（修正申告書（別表の付表））を作成してください。
４　申告書第一表の二の各欄は、次により記入してください。
⑴ 「平成28年分贈与税の申告書（住宅取得等資金の非課税の計算明細書）」の右側の余白に「（修
正）」と記入してください。
⑵ 「住宅取得等資金の非課税分」の各欄には、修正後の申告額を記入してください。
５　申告書第一表の三の各欄は、次により記入してください。
⑴ 「平成28年分贈与税の申告書（震災に係る住宅取得等資金の非課税の計算明細書）」の右側の余
白に「（修正）」と記入してください。
⑵ 「住宅取得等資金の非課税分」の各欄には、修正後の申告額を記入してください。
６　修正申告書（別表の付表）を提出する際は、申告書第三表（別表）（以下「修正申告書（別表）」
といいます。）も必ず一緒に提出してください。
（注）修正申告書（別表）の「書きかた等」も併せてご覧ください。


